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平成２４年２月 日  
 

 愛知県環境影響評価審査会 
  会長 岡村 穣 様 
 
                    愛知県環境影響評価審査会 
                     リニア中央新幹線部会 
                      部会長 大東 憲二 
 
 

中央新幹線（東京都・名古屋市間）環境影響評価方法書に 
ついて（報告） 

 
 平成２３年１２月６日に審査を依頼されたこのことについては、別添のとお

りです。 
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中央新幹線（東京都・名古屋市間）環境影響評価方法書に関する部会報告 

 

はじめに 

中央新幹線（東京都・名古屋市間）環境影響評価方法書（以下「方法書」とい

う。）について、環境の保全の見地から慎重に検討を行った。 

事業者は、本事業が環境に著しい影響を与えるおそれのある大規模な事業であ

ることを念頭において、以下の事項について十分に検討した上で、適切に環境影

響評価を実施し、その結果を踏まえ環境影響評価準備書（以下「準備書」とい

う。）を作成する必要がある。 

 

１ 事業の目的及び内容 

（１） 事業の目的 

 対象事業の目的として、国土交通省交通政策審議会の答申を引用している

が、この答申に至る議論の背景や事業の必要性の根拠等について説明した上

で、対象事業の目的を整理し、わかりやすく示すこと。 

 

（２） 事業計画及び工事計画 

ア 路線やその他の付帯施設の位置・規模等の事業内容の具体化に当たっては、

当該施設等からの環境影響をできる限り回避、低減すること。 

 その検討に当たっては、対象事業実施区域及びその周辺に存在する以下の

地域についても十分考慮すること。 

・ 優れた風景地であり、希少な野生動植物種が生息・生育している可能性

のある愛知高原国定公園周辺 

・ 地域に特有の動植物種が生息・生育している東海丘陵の小湿地群 

・ 春日井市東部地域の亜炭の採掘跡 

また、事業内容の具体化の過程における環境配慮に係る検討経緯及びその

内容について、わかりやすく示すこと。 

イ 工法や施設・設備等に係る計画の具体化に当たっては、環境の保全に関す

る最新の知見を考慮し、最善の利用可能技術を導入するなど、一層の環境影

響の低減について検討すること。 

 また、新たな技術開発等を通じてより一層の省エネルギー化を追求し、環

別 添 
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境負荷の低減に努めること。 

ウ 工事の実施の伴い大量に建設発生土等が発生すると考えられるため、その

発生抑制に努めるとともに、できる限り有効利用すること。 

 また、事業実施区域外へ搬出する場合は、搬出先の環境影響に配慮するこ

と。 

エ 工事計画の具体化に当たっては、道路沿道の環境に配慮するため関係車両

の運行ルート及び交通量を検討するとともに、周辺環境に配慮するため低公

害型の建設機械及び車両を積極的に採用すること。 

 特に、名古屋市のターミナル駅周辺では、複数の建設事業が計画又は実施

されており、工事期間の一部重複、施工区域の近接等の可能性があることか

ら、周辺で計画又は実施されている工事等についても十分考慮すること。 

 

２ 環境影響評価の項目並びに調査、予測及び評価の手法 

（１） 全般的事項 

ア 方法書では、路線を概ね３ｋｍ幅で、駅位置を概ね直径５ｋｍの円で示し、

立坑・斜坑、換気施設等の付帯施設の位置・規模等や、現地調査の地点及び

範囲が具体的に示されていないことから、今後、路線やその他の付帯施設の

位置・規模が明らかになった段階で、具体的な調査地点を広く情報提供し、

寄せられた意見に配慮した上で、適切な調査、予測及び評価を行うこと。 

イ 想定される影響要因の区分に含まれる施設等として、鉄道施設のトンネル

（シールドトンネル部、山岳トンネル部、立坑・斜坑）、駅、換気施設や、

工事施工ヤード及び工事用道路が挙げられ、これらが対象事業となることは

明確であるが、電力変換変電所、送電施設、残土処分場等の関連施設が、影

響要因の区分に挙げられていないため、対象事業の内容に含まれる施設等の

全体像を明らかにするとともに、それらの施設等の位置・規模等をできる限

り具体的に示すこと。 

 また、対象事業の内容に含まれる施設等のうち、準備書の作成後に位置・

規模等が具体的に決定される施設等がある場合は、これらの施設等による環

境影響の調査、予測及び評価の実施方法に関する考えを示すこと。 

ウ 環境影響評価の実施に当たっては、具体化した事業計画、工事計画等を踏

まえ、調査及び予測を行う地域、地点、期間等を適切に設定するとともに、
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その設定理由をわかりやすく示すこと。 

 また、調査範囲が土地改変区域から概ね 600m の範囲とした「動物、植物、

生態系」及び「人と自然との触れ合いの活動の場」については、生息・生育

種や活動の場の利用状況に応じた適切な調査範囲とすること。 

エ 調査地域として、「対象事業実施区域のうち、影響を受けるおそれがある

と認められる地域とする」などと記載されているが、対象事業実施区域外に

影響を及ぼす可能性があるため、対象事業実施区域外も含め調査地域を適切

に設定すること。 

オ 山梨リニア実験線やその他の事例を引用又は解析して予測する場合は、そ

の事例を引用した妥当性を明らかにすること。 

カ 名古屋市のターミナル駅周辺における工事の実施に伴う大気質、騒音等の

予測及び評価に当たっては、周辺で計画又は実施されている事業の影響をで

きる限り考慮すること。 

キ 環境影響評価の実施中に環境への影響に関し新たな事実が生じた場合等に

おいては、必要に応じて、選定された項目及び手法を見直し、適切に調査、

予測及び評価を行うこと。 

 

（２） 大気質 

大気質の現地調査については、四季各１週間の連続測定を行うとしている

が、事業実施区域の周辺の土地利用の状況、既存の大気汚染常時監視測定局

の位置等を踏まえ、必要に応じて、気象（風向・風速）、窒素酸化物及び浮

遊粒子状物質の測定を１年間連続して行うこと。 

 また、窒素酸化物及び浮遊粒子状物質の予測に当たっては、長期予測及び

短期予測を行うこと。 

 

（３） 騒音、振動、微気圧波、低周波音 

ア 建設機械の稼動、換気施設の稼動に伴い発生する騒音及び振動については、

敷地境界において予測を実施し、その結果を踏まえて、基準又は目標との整

合性の検討について評価を行うこと。 

イ 対象事業実施区域には中高層住宅等も立地していることから、騒音の高さ

方向にも十分配慮し、適切に予測及び評価を行うこと。 
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ウ 工事で発破を行う場合は、発破作業に伴って発生する騒音、振動の影響に

ついて、適切に予測及び評価を行うこと。 

エ 列車の走行に伴い発生する微気圧波に起因して騒音及び低周波音が発生す

る可能性があることから、山梨リニア実験における事例を踏まえて、適切に

調査、予測及び評価を行うこと。 

オ 列車の走行に伴う影響の予測及び評価に当たっては、タイヤ走行、高速浮

上走行、すれ違い時など、走行状況に応じてきめ細かく条件を設定すること。 

カ 騒音及び振動の調査に当たっては、列車の走行や換気施設の稼動等に伴う

影響が想定される休日も行うこと。 

 

（４） 水質 

ア 工事の実施に伴う排水（雨水を含む）やトンネルからの湧水には、自然由

来による重金属等の有害物質が含まれる可能性があることから、水の汚れの

調査項目として有害物質を加えるとともに、その結果に応じて、予測及び評

価を行うこと。 

イ 水の濁り及び水の汚れについて、工事実施箇所の下流域の主要河川を基本

に原則１地点を調査地点としているが、放流先の河川の状況を考慮し、必要

に応じて、調査地点を増やすなど適切に調査地点を設定すること。 

 また、調査回数は低水時及び豊水時の２回としているが、降雨時の状況が

的確に把握できないおそれがあるので、必要に応じて追加すること。 

 

（５） 地下水、水資源、地盤 

ア 地下水の水質について、自然由来による重金属等の有害物質が含まれる可

能性があることから、調査項目として有害物質を加えるとともに、その結果

に応じて、予測及び評価を行うこと。 

イ 対象事業実施区域及びその周辺では、地下水を生活用水や農業用水あるい

は水道水源としても使用している。このため、事業者等がこれまで実施して

きた地形・地質等調査の結果や今後実施する調査結果を活用し、地下水や湧

水の状況、地盤構造等を十分に把握したうえで、適切に予測及び評価を行う

こと。 

ウ 地下水の水位、水資源及び地盤については、地質・水文学的シミュレーシ
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ョン等による定量的手法により予測を行うこと。 

 

（６） 土壌 

工事の実施に伴い発生する建設発生土等に、自然由来による重金属等の有

害物質が含まれる可能性があることから、文献調査に加え、掘削が想定され

る深度の土壌中の有害物質を調査し、その結果に応じて予測及び評価を行う

こと。 

 

（７） 文化財 

文化財の影響の調査、予測及び評価に当たっては、トンネルや駅の存在に

伴う土地の改変に加え、切土工等又は既存の工作物の除去、トンネルの工事、

工事施工ヤード及び工事用道路の設置に伴う文化財への影響についても実施

すること。 

 

（８） 磁界 

列車の走行に伴い発生する磁界について、山梨リニア実験線における磁界

の測定結果等が示されているが、愛知県内では全区間を地下トンネルで通過

することから、地表での磁界の強さも含め、わかりやすく示すこと。 

 また、必要に応じて、磁界による動物の行動等への影響についても示すこ

と。 

  

（９） 動物、植物、生態系 

ア 動物の生息状況及び植物の生育状況等に係る文献調査については、方法書

に記載されている文献や市町村史誌等も含め最新の文献等により適切に実施

すること。特に、鳥類については、方法書に記載されている「日本産鳥類の

繁殖分布」で把握される繁殖情報だけでなく、繁殖以外の生息状況について

も把握すること。 

イ 対象事業実施区域及びその周辺には、東海丘陵の小湿地群等があることか

ら、必要に応じて、専門家の指導、助言を得ながら、調査、予測及び評価を

行うこと。 

ウ 動物の調査項目として哺乳類、鳥類等が挙げられているが、陸産貝類、淡
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水産貝類など環境省レッドリスト等に掲載されている分類群も、必要に応じ

て追加すること。 

エ 列車の走行に伴い、立坑及び斜坑付近において発生する微気圧波により、

動物及び生態系への影響の可能性も考えられることから、必要に応じて、専

門家の指導、助言を得ながら、調査、予測及び評価を行うこと。 

オ 希少猛禽類の調査に当たっては、専門家の指導、助言を得ながら、必要に

応じて定点を追加するなど、営巣状況及び行動圏等を適切に把握すること。 

カ 生態系の状況について模式図が示されているが、今後実施する文献調査や

現地調査の結果を踏まえて見直すこと。その際、東海丘陵の小湿地群等につ

いても考慮すること。 

キ 対象事業実施区域における現地調査の結果について、動物の生息状況及び

植物の生育状況をできる限り詳細に示すこと。その際、重要な種の保護の観

点から、位置情報などの記載方法について配慮すること。 

 

（１０） 温室効果ガス 

ア 列車の走行に伴い排出される温室効果ガスについて、中央新幹線、東海道

新幹線（現状及び中央新幹線開業後）のそれぞれの列車走行に伴う東京都・

名古屋市間における年間排出量等を算出し、比較するなどできる限り詳細に

示すこと。 

イ 温室効果ガスの算出に当たっては、必要に応じて、工事の実施に伴う樹木

伐採による二酸化炭素固定量の減少分や、換気施設の稼動による排出量につ

いて考慮すること。 

 

３ その他 

（１）準備書の作成に当たっては、方法書に対する住民等の意見を十分に検討する

こと。 

（２）準備書は専門的な内容が含まれるため、わかりやすい内容とすること。 

（３）準備書に使用する用紙等は環境に十分配慮したものとすること。 
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検 討 の 経 緯 
 

 

年 月 日 会 議 備  考 

平成２３年１２月６日 審 査 会 知事からの諮問 

方法書の内容の検討 

住民意見の概要の検討 

部会の設置及び付託 

平成２３年１２月２７日 部 会 方法書の内容の検討 

住民意見の概要の検討 

平成２４年２月６日 部 会 方法書の内容の検討 

関係市長意見の検討 

部会報告の検討 
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愛知県環境影響評価審査会リニア中央新幹線部会委員 
 
 

 

 ◎ 大東 憲二   大同大学工学部教授 

   武田 美恵   愛知工業大学工学部講師 

   田中 稲子   横浜国立大学大学院都市ｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝ研究院准教授 

   東海林 孝幸  豊橋技術科学大学環境・生命工学系助教 

   中川 弥智子  名古屋大学大学院生命農学研究科准教授 

   那須 民江   名古屋大学大学院医学系研究科教授 

   二宮 善彦   中部大学工学部教授 

   長谷川 明子  財団法人日本生態系協会評議員 

   葉山 嘉一   日本大学生物資源科学部准教授 

   廣畠 康裕   豊橋技術科学大学大学院工学研究科教授 

   藤原 修    名古屋工業大学大学院工学研究科教授 

   松尾 直規   中部大学工学部教授 

 ○ 吉久 光一   名城大学理工学部教授 

   吉村 いづみ  名古屋文化短期大学教授 

 

◎ 部会長 ○ 部会長代理         （敬称略、五十音順） 
 


